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発展について
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再生産表式を構成する諸契機，或いは変動諸要因の相互連関によって規定さ

れる拡大再生産表式の内的論理の動態的追求から，資本制生産の諸傾向，諸法

則を導びき出そうとする場合，それら諸契機，諸要因の理論的解明を前提とし

なければならない乙とは，既にレーニシがヅガシ・パラノプスキー批判に関連

して述べている。 「表式はそのものとしては， なにも証明する乙とができな

い。表式は，過程の個々の諸要素が理論的に解明されているとき，その過程を

図解する乙とが出来るにすぎなし'loJレーニシのこの指摘はヅガシが表式の価
(1) 

値構成，部門分割の意義を忘却しさ。ている乙とに対してなされたものである

が，それは表式分析を行う場合には常に想起されねばならないことでもある。

表式は不変資本，可変資本，剰余価値によって構成されているが，表式その

ものが同時に資本主義的生産における蓄積の現実的過程を反映する乙とから，

資本構成比率，剰余価値率，蓄積率によヲて，表式の構成諸要素を代替させる

乙とが出来る。社会的再生産過程の他の諸契機，諸要素はこの 3個の要素の組

み合わせによづて表現出来るのであり，その意味において， 3要素は再生産表

式を構成する基本要素たりうる。この 3要素のうち資本構成比率，蓄積率を表

式分析における独立変数である乙との「理論的解明」を前提として，第工部門

の優先的発展を結論しよということが本稿の目的である。

資本構成比率を独立変数として扱かうという乙と， l持に再生産表式の年次的

進行においてその比率を高めるという乙とは， 資本の蓄積過程は， 当然にも

「特別剰余価値」の追求の過程でもあり，その競争過程の必然的帰結を反映す

るということでもある。特に資本の蓄積ニ拡大再生産の具体的展開過程と関連

させてみるならば，技術的進歩は蓄積部分においてまず生じるのであり 9 その
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ことから，資本構成の高度化は，追加資本部分における資本構成比率を高める

ことを通して達成されていくものといえる。乙の乙とは資本構成比率の高度イじ

の定義そのことからもいえる。資本構成の古度化とはCc1+1）＞包立で、あり，乙乙
同 町二） V (t) 

ヲ Cr1,n "¥Trt・唱1
かり：：：~＞すごJ0 然るにCc叫 1)=Cc1）＋ムC(t),Vc1+1)=V(t）十ムVeけであるか

ら上記ぷ関係は＇＂ i＋全長）＞1＋ぜ2とあらわされ金色〉〉色〕が結論され
Cc1) Vet）’ムVeリ Vci)

八 f，、ー」
る o かくて乙の限界資本構成比率~O)品度化を通してp 全体としての資本

構成比率の高度化がもたされていく乙とになる。
(2) 

蓄積率を独立変数として扱かう乙とは，従来比較的看過されてきたことであ

るが，その持つ理論的意味は，再生産表式分析においては重要である。資本制

生産の目的および推進動機が，消費ではなく，剰余価値の獲得とその資本化で

あるとするならば，却ち「生産のための生産J' 「蓄積のための蓄積jである

とするならば，資本制生産における蓄積は，消費を犠牲として遂行されるとい

う乙とではなし消費的需要とは全く無関係に生産拡張が熱狂的に行なわれざ

るをえないということを意味する。そこに蓄積の大きさは，当該年度の再生産

過程の内的論理とは無関係に，独自的に決定されざるをえず，蓄積率が独立変

数たらざるをえない基本的要因がある。勿論，今年度の蓄積の大きさは前年度

の生産結果に依存するのであり，蓄積率は1より小さくなければならないので

あり，独立変数とい。ても，そのような制約条件のもとにおける独立変数とい

うことである。

まさしく蓄積率の独立的決定乙そ資本制生産の持つ錯倒性そのものの表現に

他ならないことがいえるのである。 乙の乙とからしても， 蓄積率の独立的決
(3) 

定，特に蓄積率における第工部門の第E部門に対する先行性の想定を，単lこ表

式分析の便宜的手段とのみ理解する乙とは，資本制生産における蓄積の持つ意

義の忘却であり，再生産表式Jの歪曲に結び、つくものであるといえよう。例えば

岡稔氏は蓄積率は「表式の均衡的発展Jの調整要因であり， 「マルクスの場合

には， 第E部門の蓄積率を調整要因にすることが表式の均衡条件」 であり，
(4) 

「均衡の前提は，第E部門の蓄積率にたいする特殊な仮定に集中的に表現され

ているJと主張される。蓄積率を乙のような調整要因とすることは「最も自然
(5) 
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でもあれば，便利でもあるJからなのであり，蓄積率における第I部門の先行
(6) 

性，第E部門の受動性という乙とは「純技術的Jにいえば必ずしも必要ではな

いと主張される。従がって岡氏によれば第E部門の蓄積率の受動性という仮定

は「資本主義的蓄積の現実とは直接には決して一致しない仮定であり，現実に

おいては個々の資本家が銘々で，自己の剰余価値のいくばくかを蓄積するかを

決定するJということであり，ローず的な素朴な理解を蓄積率において示され

ている。
(8) 

(7) 

岡氏の乙のような主張をもっと強調され，蓄積率における第工部門の先行性

の意義を全く否定されてしま。たのは柴山幸治氏である。 「第工部門の蓄積率

を調整要因とするか，第E部門の蓄積率を調整因とするか，それとも方程式体

系の解を求めるかは要するに表式の均衡を確保するための純粋に数学的な操作

であって，その何れをとるかは，所詮，任意的な数式例を示すにすぎない再生

産表式に於ては決定的な差異を意味するものではない。」 （傍点引用者）乙乙
(9) 

で示される柴山氏の再生産表式の理解そのものにも問題があるが，それは別に

するとしても，どの部門の蓄積率を調整要因とするかは，単に「均衡を確保す

るための純粋に数学的な操作」であるとはいえないのである。乙の点、は後述で

詳説される乙とであるが， 「純粋に数学的な操作」によっても，第I部門の蓄

積率は独立変数たらざるをえないのである。乙の岡氏，柴山氏の見解は従来の

通説であり，どちらかといえば支配的であった。そこにおいては蓄積率の独立

変数である乙との意義，或いは蓄積率における第I部門の先行性の資本制生産

における意義がたとえ理解されてはいなくても，マルクスが『資本論』第二巻

第三篇で呈示した仮定そJのものは堅持されていたといえる。しかし，富塚良三

氏の場合は事情が異なる。富塚氏は「均衡蓄積率J' 「均衡蓄積軌道Jの概念

を再生産表式から帰結され，表式分析にそれを導入することによって，蓄積率

の独立変数である乙と，即ちマノレクスの仮定そのものを否定されるのである。

富塚氏が第I部門蓄積率の独自性を否定される理由は，蓄積率の独自性を認め

ることは，同時にツガシ流の想定に対する批判の論拠を失うからという乙とで

ある。富塚氏は乙れを唯一の論拠として，第工部門の蓄積率そのものは表式の

論理の内部から制約されざるをえないのであり，そのことは表式分析の帰結と
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して示される「生産諸部門聞の技術的＝経済的な関連性は所与の生産力水準に

照応するという関係」であるとされる。再生産表式分析において蓄積率を表式
(10) 

の内的論理によって規制される従属変数とみなすということ自体が，再生産表

式を資本制生産の現実的過程，特に産業循環の上昇局面の型制的表現とみなす

考えとは相入れないものであることが以上展開したことからいえるであろう。

富塚氏が表式分析の帰結とされ， 「均衡蓄積率」の概念設定に際しでもちいら

れる 「技術的＝経済的な関連性J という問題については後で触れることにす

る。

以上の諸氏の立論を通していえる乙とは，資本制生産における蓄積率の持つ

意義が理解されうるか否かは，諸氏が再生産表式をいかに理解されるかという

乙とに還元されるという乙とである。再生産衰式を，特に拡大再生産表式を資

本の蓄積＝拡大再生産の過程の現実的運動における逐年進行の表現たりうるも

のとして理解出来るか否かということ，従が。て現実の産業循環の上昇局面の

型制的表現として拡大再生産表式を理解出来るか否かという乙と，その点に蓄

積率が独立変数として扱かわれざるをえない乙との問題があ。たのである。従

がヮて，蓄積率における第I部門の先行性の想定は資本主義的生産様式におけ

る錯倒性， 「その本質外化の再生産表式における表現」，として理解されなけ
(11) 

ればならない乙とが主張されうるか否かに蓄積率に対する理解の分岐点があヮ

たといえるのである。再生産表式は「任意的な数式例を示すにすぎない」と解

されるかぎりにおいては，再生産表式における蓄積率の持つ決定的重要性は帰

結されえないのである。

と乙ろでマルクスは『資本論』第二巻の表式分析に際して「第I部門では同

じ比率で蓄積がつづ、けられるとしようJ (Bd. Il. S. 518）として第I部門では

年々50労の蓄積率が維持され，第E部門の蓄積率がそれに従属するものと想定

している。乙れを単に第I部門の蓄積率が年々一定であるとマルクスが仮定し

たと一義的にのみ解釈しではならないであろう。 表式分析における蓄積率の

意義が忘却される大きな原因となっているのは，マルクスの乙の指摘を一義的

にのみ理解するところにあったといえる。しかし，乙の指摘には第I部門蓄積

率の先行性の想定が「次年度以降にも確保されるJ乙とも合意されているので
(12) 
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あり，その意味では決して蓄積率の独立変数である乙との意義がマルクスにお

いて否定されているのではなしh というよりもむしろ表式の年次的進行に際し

ては，第I部門の先行性が保持される乙とを7ノレクスは条件としているのであ

る。

第I部門の第E部門にたいする優先的発展の必然性の理論的根拠を蓄積率に

求めるという考え方は皆無であったというわけではなし、。例えば林直道氏は第

工部門の優先的発展の理論的根拠は「資本構成高度化のそのもう一つ底に，一

定テンポでの第I部門の蓄積率の優先的確保，いわば第I部門の蓄積優先権と

いう前提が存在する」のであり， 「第I部門の優位性の構造はマノレクスの友式

においてすでに厳然と確立されている」と主張されている。又，パνコブも第
(13) 

I部門の不均等発展，即ち生産手段生産が消費財生産を凌駕することをもたら

す要因として (1) 社会的生産の総体的大きさ。（2) ある国の国民経済の技術

的発展水準。（3) 国民経済とその部門内部における技術的進歩の密度。（4) 蓄

積率，の四つの指標をあげて，蓄積率を独立変数とみなしている。ところがこ
(14) 

の第I部門の優先的発展の内容を資本の有機的構成の高度化が伴なう場合のみ

と限定され，蓄積率の変動による第I部門の不均等発展を否定されるのは常盤

氏である G 従がヲて常盤氏の主張される第I部門の不均等発展，或いは優先的

発展という乙とは，蓄積部分の技術進歩を反映するかぎりにおいてのみ生じる

現象であることになる。しかし第I部門の優先的発展は技術進歩が捨象された
(1日

抽象的次元においても確認される資本制生産の基本的法則なのであり，その意

味において，不均等発展の内容を技術進歩とのみ関連せしめて論じることは正

しくないであろう。この問題については以下各所で諸氏の議論の検討とあわせ

て指摘されるであろう口

以上の展開から表式分析においては蓄積率を独立変数として扱かうことの決

定的重要性が結論出来るであろう。しかし，これまで展開してきた乙とは，蓄

積率の独立変数であること，そのことのみに関してであり，蓄積は消費とは無

関係におこなわれざるをえないということの表現として蓄積率を独立変数とし

て規定するという乙とであ。た。蓄積率を独立変数として扱かうというその乙

とがいかにして蓄積率における第I部門の先行性，或いは第工部門蓄積率を自
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変数とみなさざるをえないかは次に証明されねばならないことであり，そこか

らいかにして第工部門の優先的発展が帰結出来るかが次の課題なのである。ま

さに林氏が第工部門の蓄積率の先行の必然性の証明に関して「隔靴掻痔jと感
(16) 

んじられたことが証明されねばならないのである。

（注） (1) レーニン「市場理論の問題への覚書J' 「いわゆる市場問題について」飯

田貫一訳，国民文庫， P.77～78. 

(2) 資本の有機的構成の高度化傾向の基因を常盤政治氏は，超過利潤の源泉た

る特別剰余価値を生みだす労働，すなわち「強められた労働（potenzi-

erte arbeit）」 の物質的条件が不変資本の側にあるからとされている。

「農業恐慌の研究JP.35 

高須賀義博氏は，資本の有機的構成は，蓄積過程における「自らの中に

生産力上昇の自動的メカニズム z超過利潤の生成，消滅機構を含む資本制

経済」の一般的傾向の反映であり，従がって「再生産表式分析が資本制的

蓄積を内含する現実の総再生産構造の理論的抽象的表現Jであるかぎりに

おいて， 表式l己資本の有機的構成の高度化を導入することは 「当然の要

請」であるとされる。この有機的構成の高度化は，蓄積部分と更新部分と

に生じるが，高須賀氏は蓄積部分における有機的構成の高度化，即ち限界

資本構成の高度化を通して「次年度の一般的あるいは平均的な資本の有機

的構成は高度化してゆくJとされ， 「表式分析では，限界資本構成の高度

化が基本的重安性を持つ」 とされている。 （「最近の再生産表式分析」

『経済研究j17-2. P.243) 

(3) 拡大再生産における決定的特質として蓄積率の独立性を強調され，特に蓄

積率における第I部門の第E部門に対する先行の想定の資本制生産におけ

る理論的意義を解明されたのは高木幸二郎教授である。 （『恐慌論体系序

説』 P.210～P.216, P.294）マルクスが表式の年次的進行においては単に

仮定したにすぎなかった蓄積率の一定という乙との資本性生産において持

つ意味をそこで却や下明きらかlとされたものである。その理論的解明のた

めの「資本論』， 『剰余f1lli値学説史」からの引用は同書の当該個所を参照

されたい。

尚，高木教授がi:JH部門蓄積率を白変数と見，第E部門l乙先行するもの

である理由として「資本主義的再生産の歴史的体制的な問題J（傍点引用
者，同書P.294) とされていることは，ま々の表式の氏主白操作の理論的

裏付けとなるものである。

(4) 岡稔「再生産表式の一考察＿J' 「経済研究』 3-4, P.290 

(5), (6），向上， P.288,(7）向上， P.290

(8) ローザは第E部門の蓄積率の受動性の持つ意味ーが理解山来ないため，蓄積
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の結果として生じる第E部門の資本家の個人的消費が前年度より減少する

ことに奇異を感んじるのである。 （ローザ・ノレクセンブ、jレグ 『資本蓄積

論J，長谷部文雄訳，岩波文庫，上P.141～2)
(9｝柴山幸治「岡稔氏の『再生産表式の一考察jによせて」， 『経済研究』 4

-2, P.155 

(10）富塚良三『恐慌論研究』 P.99

(11), (12）高木幸二郎，前掲書：， P.210

マルクスの示した第I部門の蓄積率が50労で年々維持されるという仮定

を， 蓄積率は回定l]:J・不変的要京であることの原因としていることが多

い。しかし『資本論J第二還の論理段階において，第二治第三篇が有する

回有の対象規定を受けるかぎりにおいて，或いはそこで解明される再生産

の順調な進行条件が問題にされるかぎりにおいて，貨店I部門の蓄積率は年

々50%と仮定されたのであって，そのような対象規定，或いは制約を無視

して，マノレクスの示した第I部 門蓄前率一定という仮定を回定的に理解

することは，マルクス自身の主張にも反することであろう。

(13）林直道「第工部門優先的発展の法則J• 『マルクス経済学論集』 （桃山正
彦編）P.184 林氏の所論は我々の議論の民聞に直接関連するものである

が，氏の展開は表式の具体例の検討によるものであり，その志味では一般

性を欠くといえよう。

(14) A. I. Paschkov.“Das okonomische Gesetz des vorrangigen 

Wachstums des Produktion von produktionsmitteln”， tibersetz-

ung aus den Russischen, Verlag die Wirtschaft, Berlin. s. 30 

パシコフは同書で，生産手段の優先的増大は，機械制生産の基礎上で，

技術的進少および社会的労働の生産性の上昇という条件のもとで実現さ

れる，拡大再生産の法則である。 (s.26）と述べている乙とは興味深いと

とである。

(15) 常盤政治，前娼書P.37（この常盤氏の理解は富塚氏と同じである。）

乙の常盤氏と反対に花井益一氏は資本構成不変という再生産一般の本質

を示す拡大再生産において生じる不均等発展こそ，恐慌論にとって重要で

あるとされる。氏によれば資本構成不変の拡大再生産は「単純な拡大再生

産」であり，資本構成高度化の拡大再生産は「拡大された拡大再生産Jで

あり．両者の拡大再生産を区別する必要があるということである。氏は均

衡的な発展のその反対のものへの転化の要因として，即ち再生産過程の進

行につれて必然的に発展の不均等をもたらさざるをえないものとして蓄積

率の変動を考えられるのであるが，乙の蓄積率の変動を主要因とするなら

ば， 「単純な拡大N~t::産J における不均等発展は蓄積率によってもたらさ

れることになるのは当然であろう。氏の蓄積率を変動要因とすることは或
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る程度評価出来るとしても，氏が蓄積率が%であることにこそ「資本制社

会の人民大衆の消費不足と生産のための生産というこの社会の生産法則と

の矛盾の結節点がある」とされ，蓄積率が%より大であるか小であるかに

よって産業循環の局面を規定されることには疑問が残乙る。もっともそれ

は氏の再生産論と恐慌論との関連を社会的総資本の運動の本質的形態と現

象的形態を解明するという関係に求められることと無関係ではないであろ

う。 li![lち再生産論と恐慌論は一般的法則と特殊的法則を解明するという関

連にあるとされる乙とによって，再生産表式によって恐慌となって爆発す

る不均衡転化の可能点が示されうると主張されるのである。（花井益ー．

「『表式』 における 『恐慌の抽象的形態JIJ ' 『富山大学紀要』 1. 
P.18～P.22) 

(16) 林直道， 「再生産構造と恐慌の理論J' 「経済評論』昭.28, 1. P,69 

再生産表式を次のようにおく。

X1<t)=C1＜り＋Viet）十M1(t)

X2ct)=C2ct)+ V2(t）十M2ct)

（二〉

(1) 

乙の時，資本構成比率九剰余価値率m，蓄積率aは定義から次のことを示す

のである。

r _Cct> m _Met) _Meet）十Mvcり
の一軒5’出（t)-v-;;）’ acり一一M0了一

_Xct+l) ーとX 
乙乙で各部門の拡大率（成長率）をgとすれば， g(t）一五－ 1--x: (2) 

である。

拡大再生産の順調に進行出来る条件は，総需要と総供給が等しく，（1）におい

て各部門の需給が均等であることから与えられる。

X1ct〕ニC1ct)+C2ct）十Mc1ct)+M叫t〕

X2ct)= Viet)+ V2ct)+M川t)+M叫t)+Mk1(t)+Mk2Ct) 

両辺から共通なものを消去すれば

V1ct)+Mv1ct)+Mk1(t)=C2ct)+M叫t)

C2ct）十M引 t) ニViet）十M川t)+Mk1(t) (3) 

この二条の等式は質的には全く異るものである。前者は生産手段の需給関係
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を示し，後者は消費手段の需給関係を示す。

(3）を書き替えると
(1) 

V1c1)+M1c1）ーC2c。＝Mc1c1)+Mc2c1)（＝ムCc1)) (4) 

拡大再生産の「物質的基礎」 はVicり＋Mic。－C2c1)>0であるが， (4）によれ
ば，その物質的基礎とはMc1c1）十Mc2c1）という追加不変資本そのものが存在する

乙とである。即ち拡大再生産の順調に進行しうる条件とはムCc1)>0 , Mcict), 

Mc2c1)> 0であり， M川1),Mc2cりという両部門の追加不変資本が存在しさえすれ

ば，拡大再生産は円滑に進行することが出来るのである。従来は再生産表式に

よって恐慌の問題を考える時，（3）式に依拠してなされていたが，そ乙には不比

例説的誤謬，均衡論的歪曲へのおとし穴がひそんでいたのであり，そ乙におち

こむ論者は枚挙にいとまがないくらいである。しかし，（4）式に依拠する限りに

おいて（4）式の内容そのものからそのような誤まりはさけることが出来るであろ

うし，そこから再生産表式と恐慌の問題はより内容豊かな連関を持つものであ

ることがいえるであろう。

ところでムCは素材的には経済全体の余剰生産手段であり，第I部門の最終

生産物として， 今期の不変資本の増分となるものであり， その素材的内容か

ら，次期において生産的にのみ消費されねばならず，それ故に生産規模の拡大

と生産量の増加に対する規制要因たりうるものといわねばならない。 従が。

て，ムCの大きさとその部門間配分比によヲて拡大再生産の成長（拡大）テシ

ポそのものが規定されることになる。
(2) 

次にr,m, aをノミラメーターとして表式分析を行う。剰余価値率一定という

仮定により， mc1) =mc1+1）である。資本構成比率は(A)rct)=rct+i),(B}rc1）くrc1+1〕

という 2つにわけでaを戦略ノミラメーターとして検討する。

(A) rc1)=rc1+1〕の時，

拡大率gを3要素で表現する。

g ームX(t)_Mccり＋Mvci/1 +m) 
（り一玄；；了一 Cc什 Ve什 Mei)

ロ1

1 +r 
• ac1) (A-1) 

(A-1）においでー竺ーというacりの係数は仮定により定数であり， しかも概
1 +r 
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I M ¥ 
念としては利潤率｛一一一jに相当するものである。 従がラて各部門の拡大率は

'C+V' 

蓄積率と利潤率の積としてあらわされるo

蓄積率aと各部門の拡大率gの関係を求めるD そのためにX1仙 X2cけの一般式

を求める。

まづ1X1cりに視点をおく。定義から

X1c1+1)=X1c1）＋ムX1ct)=X1ct)(1 +gict) 

従が9 て，上式は一階定差方程式であるから，その一般解は次のように求め

られる。

t-1 
Xieり＝C• TT C 1 +g1(k)) 

k=O 、

C=X1c1) （特解）

X1ct）は第1年度以降において定義されるものとすれば，

t-1 
X1c1)=X1c1）・ TTC 1 +g1何）
' k=l 

(A-2) 

乙乙で、蓄積率a1c1）を一定と仮定すれば， g1(t）は定数となりXieりは次のように

f与る。

X1ct)=X1c。（1 +g1)t-l 

次に（A-2）を基礎にしてX2cりの一般式を求める。

C2c1+1)=C2c1）十M叫t)

=V1ct)+M川t)+Mk1(t)

=V1c1+1)+Mk1(t) 

と乙ろで，

1 t 
l(t+ 

m(l一a1ct））一 t一1 m( 1一a1c1))
Mk1(1)=X1c1) • -X1c1）・丁了（1 +g1(k））・

r1 +m+l k=l r1 +m+l 

であるから乙れからC2c1+1),X2c1叫が求まる。

c1 t X1c1) t-1 
2c1+1)= r1 +iii+ 1・kTI( 1 +&1ck))+ r1 +m+ 1 ・ k~ （ l 十gl(k））・
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m・C1 -a1c1)) 
t-1 

= X1ο） ・C1 +m-r1・g1（り〉・寸下（1 +g1(k)) 
r1 +m+ 1 k= 1 

X2ct＋戸C2c1+1)(1 +r2 ＋」旦〉
J.2 

=( 1 +r2十一旦）・ X1の ( 1 +m-r1・g1cサ・
r2 r1 +m+ 1 

t-1 
7丁（1 +gl(k)) 
k=l 

かくてX2c1）が求められもる。

X2c戸（l+r2＋旦）・＿：｝｛＿1._Q）~・（ 1 +m-r1・gi(t-1））・
f2 l"i.十m十1

t-2 
7下 C1 +g1ck)) 
k=l 、，

- 1i "'--

(A-4) 

乙こでは当然tミ2でなければならない。 即ち（A-4) は第2年度以降の

X2c1）の一般的表現たりうるものであり，第1年度の場合は別に求められねばな

らないがここでは扱かわない。 X2cりにおいてその拡大の規定要因はg2(t）で、はな

丈， gl(tー1）であること， 即ち第E部門の発展テンポを規定していくものは第工

部門の拡大率であり，従が。て第I部門の蓄積率に他ならないということ，し

かもその際第E部門は第I部門より一年のずれをも。て拡大が規制されていく

ということが重要なのである。

と乙ろで定義から茎竺土：＿）＝ 1 +g2cりである。然るに（A-4）から
X2c1) 

X2〔1+1)_l +m-1 一一一一・C1 +g1c1ーρX2c1) 1 +m-r1・g1(t1) 九 J 

かくて

1 +g2c1〕 1+m-r1・gi(t)
1 +gl(tー1) 1 +m-r1・g1(tー1) (A-5) 

ところで、a1c1-1）霊a1c1）からー型ー・ a1c ミ~•a1c1）であり， それは同時r1十 1 t-1〕＝r1+1 

にgl(t-1）雲g1(t）である。

従が。て，
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1 +m-r1・gi(t-1）乏1+m-r1・g1cり
ここでOくa1cト 1）く1であるから 1+m-r1・g1（い1)>0
従が。て，

1 +m-ri・g1付主主唱
1 +m-r1・g1（ト1）三三4
即ち（Aー 5）から，

1 +g2(t) ~噌
1 +g l(t-1）＝＝三品

以上からa1cり， a1ct-1〕の関係とg1(t),g2（りの関係が求められる。

(1) a1c1）くa1c1-1）の時 g2(t)>g1(t) 

(a1c1）くa1ct-1）の時はg2c1>>g1cド l）であるが， a1cりくa1c1-1）は同時にg1(t）く

g1cト l）で、ある乙とからa1c1）くa1c1-1）の時g2(1)<g1(t）が結論出来る。）

(2) a1c1>>a1c1-1）の時 g2(t）くg1(t)

(3} a1c1)=a1c1-1）の時 g2(t)=g1(t) (A-6) 

以上の（1),(2}, (3｝の関係から両部門の均等的発展という乙とは，資本構成比

率がたとえ一定であると仮定しても常に結論出来ることではないことがいえよ

う。生産力水準が一定という資本構成不変の場合の両部門の均等的発展はただ

第工部門の蓄積率が年々一定であるという条件によ9てのみもたらされること

なのであるo マルクスの示した表式の場合でも，第工部門の蓄積率が年々50%

で一定と想定されていたから乙そ，資本構成比率を一定とした時に，両部門の

拡大率は均等でありえたのであって，生産力水準一定という資本構成比率の不

変の仮定その乙とによ。てのみ，両部門の均等発展が生じたのではない。この
(3) 

間の経緯が理解出来ない時に野々村一雄氏のような疑問が出るのである。氏は

「なぜνーニシの表式では，生産手段の優先的発展の原則が明確に表式化され

ており，マルクスの表式ではそれが表式化されていないのであろうか」と疑問

を持たれ「それは， νーニシが，技術的進歩すなわち不変資本にたいする可変

資本の比率（V/C）＇の逓減を再生産表式のなかにとりいれたのにたいして，マ

ルクスはそれを表式化せず，各年度においてV)Cを一定という，ありうべから

ざる仮定をおいたからである。そして，この点こそ，まさに再生産論における

レーニシの功績，再生産論におけるレーニン的段階というべきであろう。 Jそ
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してマルクスはまちがうていたというのではなく「充分でなか。たというべき

であろう。 jとされている。しかしマルクスの表式は決してまちがっていたの
(4) 

でもなく，不十分と評価されるべきものでもなく，むしろその年次的進行にお

いて第工部門の蓄積率の先行性の想定が堅持されていることを理解しなければ

ならないのであり，レーニシもその想定を保持することによって，生産手段の

優先的発展の法則を定式化する乙とが出来たのである。乙れについては（B）で、詳

述される。

次~CX2cりに視点をおく。

X2ct+1)=X2ct〕＋ムX2c1)=X2c1)(1 +g2c1) 

従が9 て，

t-1 
X2cり＝X2c1）・寸了（1 +g2(k)) 

、 k=l

と乙ろでX1c1-1)=C1c1)+C2のであるから

C2(t)=X1c1-t）ーC1c1)=V1c←1)+M川t-1）十Mk1c1-1)

=V1c1-1｝「 1+1坐=-L十（1 -ac1-1)) 】・mユ1
九 J L l1 +r1 J ) 

然るにX2cりより

t-1 
C2c1)=r2・V2の・寸（1+g昨〉〉

k=l 
かくて

t-1 
b ・V2c1）・ 丁丁（1 +gz(k)) 

V k=l 、

l(t-1)= • ~ , 

それ故

X1c1> 

1 ＋~型と王）＋（1 -a1c1一心いml1十r1 ' ) f 

(1 +r1 +m）・r2・V2c1＞・ lT( 1 +g2(k)) 
、 k=l

1 ＋~包」十（1 -a1c1)) i・m
l1十r1 J 

以下前と同様にすれば

1十件.2._____+c1 -a1(t)) t • m 
E笠.±..2__ l1 + r1 ' J ；’、（1 +g2c1+1)) 
Xieり 1+1包 .±.:L+(l-a1c1+1) ）・mJ

ll+r1 ' f 

(A-7) 

(A-8) 
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1+ T＋｛主主了＋c1 -ai(t))] • m 
十g1(t) _ l J 

1如 t叫 1＋航L十（ 1一a1c1

1；ヰ芋L三霊1の条件を求めれば，
.L -,-g,2c1+1) 

r+ .~~+( 1-ai(t))~ ・・m芝 1＋件ヰ＋（1-a1c1+1) ) ↓・m
l + r1 I = l i十r1 J 

品了（a1ct+1）一川三0

a1(t+1）雲a1cり

かくて

は）日；（t+l〕くa1cりの時 gi(t+l）くg2c1+1)

（乙の場合も前の（A-6）と同様な操作がなされている。）

(2) a1ct+1)>a1cりの時 g1ct+1)>g2c1+1〕

(3) a1c1+1) =a1〔t）の時 g1(t+1)=g2(!/ I) (A-9) 

(Aー6), (A-9）：からX1c1), X2cりのいづ、れの部門に視点をおいたとし

ても，第工部門の蓄積率の時系列的変動状況によって両部門の拡大率の大小関

係， 従がヲて第I部門の不均等発展であるか， 第E部門の不均等発展である

か，或いは両部門の均等的拡J大であるかという乙と，が規制されてくるという

乙とがいえるのである。乙の第I部門の蓄積率が両部門の拡大率の関係を規制

するという乙とは，（3),(4）の条件式を媒介としてX1ct), X2c1）の一般式が求めら

れた結果であり， 両部門間の取引関係を媒介とする乙とを表式操作に導入し

た乙とによってもたらされた数学的帰結に他ならない。ここに第工部門の蓄積

率が第E部門の蓄積率とは無関係に先行的に決定されねばならない必然性が示

されたといえるであろう。両部門間の取引関係を媒介とする乙とによって「利

潤の追求と致富を推進動機とする蓄積率の独立的決定は，それが消費と関係な

く行われるというその基本的性格から，まず第I部門において提示されるとい

う乙とにその型制的表現を見出すJということが出来るであろう。従がヲて，
(5）’ 

第I部門蓄積率の先行性の意味すると乙ろは，資本主義社会においでごほ，消費

がつねに生産に追随するという乙と，資本制生産の持っこの錯倒性F 「その本
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質外化の再生産表式における表現」 に他ならないということが出来るのであ
(6) 

る。

乙の蓄積率における第工部門の先行性と第E部門の従属性の理由を吉原泰助

氏は次のように説明される口 「たとえ第E部門が蓄積率の上昇を決意したとし

ても，かかる第E部門の蓄積率のム昇は第工部門の蓄積率の低下をもたらし，均

等発展蓄積率の引下げをつうじて一時的なものとなり，結局，第E部門の蓄積

率は以前より低下せざるをえないJという乙との帰結であるとされる。しかし
(7) 

「均等発展蓄積率」なる概念を媒介する乙となく，部門聞の交換関係を媒介と

する結果として第I部門の蓄積率が両部門の変動要因である乙と， しかも第工

ムC
部門の蓄積率の変動状況によづて結局は一一ーという拡大再生産の物質的基礎のX1 

変動を媒介として両部門の拡大テシポそのものが規制されていくということ，

その乙とに第I部門の蓄積率の先行性の根拠を求めることが重要であろう。

次に両部門の蓄積率の関係を求める。第I部門の蓄積率は独立的に決定され

ることは無制限的ではありえないのである。

前提からMc1c1),M的）は次のように示される

Mc1c1) 

Mc2c1) 

r1 ・ m• X1c1）・31(1)
(r1 +m十 1)(1十r1) 

r2・m・X2c1）・32(t)
(r2 +m+ 1) C 1 +r2 ) 

」れを（4）式に代入すれば

ρ _ r1 ・m・Xieり・31(1) I r2 ・m・X2c1）・a2c1)
ム.＼..，(t）一（r1+m+ 1) Cl +r1 )+(r2 +m+ 1 )( 1千五）

従が。て

手企＝E1・a1cけ E2
Al (t) 

• hci）・a2c。 (A-10) 

乙こでE＝〆ー？？ぞ／.. ・斗 hci)＝手2-, しかも
Al  (t) 

ムCci)=V1c1）十

ムCc1)_ m+  1 r2 
.M1(t）一C2c1）より一一一 一 ・hのである。X1c1) r1 +m十1 r2十m+1 u 

と乙ろで（A-2), (A-4）からh(t）は
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V (1+r2 ＋竺）(l+m-r1・g1(tーけ
h/ _A2(t) _ J.2 
(t) -Xi；；了一 (r1 +m十1)Cf +g叩ーけ (A-11) 

hc1）を変数とすれば， (A-10) , (A-11）から

r2 m+  1 L 

E平面干I・g1〔t）十r2+m+l・g2(t）・hc1〕＝r1十m十l-r2+ m十1・hc1)

かくて

m+l 
＝・g1の＋ 2 ・C1 +g2c心－r1 +m十1 f1十m+l 1.) r2十m十1

(l+r2 ＋戸） (l+m-r1 •g1c1ー 1) ) 
.12 

(r1 +m+ 1 )( 1 +g1c1-1) ) 

ぐA-5）の関係を代入すれば

r2 +1＋型
m+ 1 r1 r2 r2 
＝ ・g1(t）＋一一一一一一・れ＋m+l r1 +m+l r2 +m+l r1十m十1

・（1+m-r1 ・g1cρ 従がづて

m+ 1 r;+r2 +m r1 r;+r2 +m 
・（1ー ）= (1-

r1 +m十1 r2 +m+ 1 r1 +m十1 r2 +m+ 1 

（但しr2ヂ：1) 

乙れを整理すれば

m+l 
g1(t) ＝－－：：－一一，即ちa1c1)

.L 1 

( 1 +m) (l+r1 ) 
r1・m

( 1 +m) (1 +r1 ) _1 +m+r1 
と乙ろで - +1>1であるから， r1,mの任意の

r1 ・ロ1 r1 ・m
健に対して（勿論r,mは正） a1c1)> 1であらねばならない。乙れは不合理であ

る。従がヲて我々はhci）は今期においては所与とみなすことが（A-10）の関

係から要請されるものであるといえる。 hci）を構成する変数はgi(t-1）という前

期の第I部門の拡大率，従が。てそれはまた第工部門の蓄積率でもある。とこ

ろが我々が当面問題にしているのは今期の蓄積率の変化であり，しかもそれが

前期の蓄積率に比していかなる変動を呈示しうるかという乙とであづたのであ

り，その限りにおいては前期の第工部門の蓄積率は今期においては所与のもの

とみなすことは決して不合理な想定ではないといえる。かくてhci）は t期にお
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λC:11 
いては所与としてみなれとが出来るのであり，従がって~も定数とみな

す乙とが出来る。
(8) 

〈「ーかくて（A-10）はa1c1),a2c1）を変数とする一次函数であり，す」ムー＞Oで
Al〔t)

ある乙とより第I象限を斜めに横切る直線である乙とを意味する。この直線の

性格からa1cりの増加にa2c1）の減少が単調に照応し， 0豆a三玉1であることより，
(9) 

t期においてはa1c1),a2cりのとりうる値には一定の限界を有するものである乙と

がいえる。

ムc(t)
ととろでt期においてはhci)'Xiwは所与であるが，それは時系列的には可

変量である。 E!.Pちh(t）とhc1+1）の六小関係を規定するものは（A-11）から

, 1+m-r1・g1c1)
a1cド l) , a1cりの関係である乙とがいえるo 艮［］ちhc1＞三hc1+1）かり 噌 I ~ t 

• 」 gi(t) 

Fこ1+m-r1・gi(t-1)
I g ( ) o従がって（1+m+r1 )(g1c1-1) )-gict)）雲Oa かくて，
!(t-1) 

g1c1ーの室g1cりo 乙れから 81(t-1）三a1cりの関係にhci)三hc1＋りの関係が対応する

乙とを意味する。 つまりt-1期とt期の第I部門の蓄積率の変動状況によっ

て， t期とt+1期の部門構成比の動向が規定されることがいえるのであり，今

年度の第I部門の蓄積率の動向が次年度の部門構成比の動向に関係することを

ムCci) -6. C 意味するのである。又，乙のhc1〕，いの関係は応7’~の関係、をも

示すものである乙とは容易にわかる。

八C,1,
~は（A-10）より a1ci), a2c1）の一次函数の切点の大きさを規定するの
Al(t) 

，ムC
であり，その乙とかり玄了は各部門の蓄積率のとりうる範囲を規制する 「物質

的基礎Jと考えることが出来る。先きにムCをもって拡大再生産の発展テシポ

ムC
を規制する要因であるとしたが，それはより詳しくは乙の玄7であるといえ

る。
(1日

以上の乙とからこの拡大再生産の「物質的基礎Jをなす笠トがんの値．

によって，規定され，そのことを通して次期の再生産の規模のとりうる範囲が

.c::..C（ハムC「】
定まる乙とがいえるであろう。即ちん－ρa1日あればzす＞ Xぷ＋リノで
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あり，乙の傾向が継続するならば，経済全体の拡大テンポの縮少，日或いは規模

そのものの縮少すら生じるであろう。文字通りの拡大再生産が継続しえるため

ムCc1）ムCc1+1)
には一一一一三二一一一ーでなければならず，従がてョてa1c1ー）三五a1c1）であらねばな
X1c1) - X1ci+1) 

らない乙とは明きらかである。
日1)

かくて（A-10）から第I部門の蓄積率は先行性を保ち，一定の選択範囲を

持つ乙とがいえるとしても，第工部門の蓄積率は「拡大再生産の物質的基礎」

笠の値そのものに対する規制要因であることにおて，駄再生産が維持さ

れるためには第工部門の蓄積率は今期の方が前期より大きいか等しくなければ

ならず，またa1cり孟ai(t-1）であれば（A-6) からg1cり逗g2cりであり， 乙乙に

生産力水準一定の場合には，両部門の均等的発展と第工部門の不均等発展（優

先的発展）は必然である乙とが帰結されえるであろう。
(12) 

0・ラシグは拡大再生産の均衡条件を投入係数と蓄積係数の助げをかりて表

現する乙とによ。て，生産手段生産部門と消費手段生産部門の聞の比率を研究

する際の簡単な分析用具について述べているので若干それに触れてみようロ
(13) 

ラシグは投入係数をaであらわし，生産手段の投入係数ac，労働力の投入係数

avとし，蓄積係数（蓄積率）をα とし，生産手段に転態される目的で蓄積され

る部分をαc，賃金プオンド拡大用に転態されるために蓄積される部分をαv，総

生産物中消費にあてられる部分をむとして均衡条件を求める。

（第工部門 a1c p1 ＋α1 Pi＋む Pi+a1v P1 ＋日＝p1

第E部門 a2c p2 ＋α2c p2 +a2v p2 ＋α2v p2 ＋α20 P2 =p2 

乙れから拡大再生産の均衡条件を求めると．

Pi a2c ＋α2c 
p2 a1v十αlv十αlo

乙こでa1c＋αle +a1v十αlv＋向。＝ 1 であるから上式は次のように変形出来

る。

P1 a2c ＋α2c 
p2 1 -a1cーαle

乙のことから釣合のとれた拡大再生産過程においては，第I部門と第E部門

との総生産高の比率はp 現在の技術状態に全く依存する投入係数a1c,azcと社
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会経済的に決定される蓄積係数民cとα2cによって規定されることがいえるので

あり，従がって「もし両部門において生産手段に向けられる蓄積部分が増大す

るならば，第I部門の生産物Piは第E部門生産物P2よりも速かに増大しなけ

ればならないということである。同様に，もしも再生産部門における生産手段

の投入係数が増大するならば，いいかえると西欧の文献でのいわゆる「資本集

約的』な技術進歩が問題となる場合には，生産物Piはまた生産物P2よりも速

かに増大する。これにたいして，もし技術進歩が『資本節約的』であるならば，

そLの比率は低下する。 J(p.43) 
1.12 

次いでラシグはネムチノブのパラシス係数に関連して均衡係数を用ちいる。
(14) 

(J me － -V1 +M1 -C2 
ラシグはこの均衡係数Oによって再生産過程の状況が判断されるとする。。＝

1の時は再生産過程が均衡を保って進行し， Oく 1の時は生産手段の在荷を形

成し， 0>1の時は実際上実現不可能になり， 乙の時は資本主義経済では投資

の緊張が生じ， イシプレ－vョシと生産手段の価格騰貴がお乙る， としてい
る口 (p.50～51) 

ラングの乙のような展開はどのように評価されるべきかは今後の検討を持っ

ととにする。
（旧

次に我々の当面の展開には直接関係はないが，蓄積率を規制する要因と「均

衡蓄積率」について述べておこう。

追加不変資本の部門構成比率引＇ cりとすれば， 監十＝ι 。

とのh'(t〕を用ちいて第工部門の蓄積率を表現すれば，

(tー塑出立士塑主立ー全監斗.(r1 +1)(r1 +m+l) (A-l2) 
）一 M1ct）‘－ X1ct) r1・m(l+h'ct))
学_(t_L_tまt期防いては所与であるからt期のa1はh'(t）によって直接規制さ
Al(t) 

れる。このh'（のがいかなるものとして決められるかは， 表式の論理からの内

的制約としてではなく，むしろ表式の外的要因によって，例えば各生産部門の

限界資本効率といった期待的要因によるものであろう。

ところでF 富塚氏は生産力水準が不変の場合はp 資本構成が不変であると同
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時に部門構成比も一定でなければならないとされるロ即ち「投下総資本の部門

間配分比率と総生産物の生産手段と生活手段とへの分割比率とは，生産部門の

技術的＝経済的な関連性を表現Jするものであり，それは「一定の生産力の水
U6) 

準l乙照応するものと想定されなければならない。 J乙の「生産部門聞の技術的
(17) 

＝経済的な関連性」を部門構成と呼べば， 「乙の部門構成もまた生産力が不変

の場合は不変とされなければならないjというのである。氏が主張されること。8)
の内容は，先きに示した（A-12）において， h' (t）は生産力水準が一定の時

は，元資本の部門構成比と同一でなければならないという乙とである。従がっ

て，氏が「部門構成は生産諸部門間の技術的＝経済的な関連性を表現し，所与

の生産力水準に照応するという関係」を表式に導入されなければならないと主
(19) 

張される乙との表式展開における意味は乙のh'（りが生産力水準が一定の時は

一定でなければならないということである。

かくて，そのような関係が保持される場合にのみ「価値・素材の両面からす

る拡張過程の均衡が現実に保持されうるjのであり，「所与の生産力水準に照応
仰

する資本構成・部門構成・剰余価値率などの相連系する諸条件によって均衡を

維持しうべき蓄積率J 「均衡蓄積率」が決定される乙とになる。乙の「均衡蓄
(21) 

積率」をもってする「加速度的蓄積率の進行」の過程が「均衡蓄積軌道」なの
闘

である。乙乙にh'（りが所与とされれば， 31(t）も所与であり， 「生産諸部門間の

技術的＝経済的な関連性」によって第I部門の蓄積率は独自的ではありえなく

なる。かくして「生産手段に対する『投資需要』と消費資料に対する『消費需

要』とが所与の生産力水準によって規定される一定の構造連関をもち，それと

の関連において拡張過程を先導する第I部門の蓄積率の決定もまた任意的では

ありえない所以が明らかにされJたことになる。
(2j 

以上にみてきたように，富塚氏の「均衡蓄積率」なる概念の定立は，生産力

水準が一定の時，部門構成，従がって追加不変資本の部門構成も一定でなけれ

ばならないというととによってなされたものであるが，生産力水準の一定とい

う想定は，資本構成比の一定として反映されるとしても，部門構成比も一定で

あると帰結出来るものでない乙とは既に我々の展開したと乙ろである。 「均衡
凶

蓄積率Jの設定は「それからの平離の内的傾向を析出把握するための基準とし
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てのみ理論的意義をもっ」ものであるか否かは別に論じられねばならないとし
間

ても， 「均衡蓄積率」が一度び設定されてしまえば，資本制生産の内的傾向と

しての第I部門の不均等発展の必然性の論証を不可能にするだけが結果として

明きらかになるのではないだろうか。蓄積それ自体の資本制生産における特有

な歴史性の反映としての第I部門蓄積率の先行性の論証は，蓄積率を独立変数

として扱かう乙とによってのみ帰結されるとすれば，富塚氏の主張されるよう

な意味での「均衡蓄積率Jの定立それ自体の理論的意義が再検討されねばなら

ないであろう。

（注） (1）富塚氏はとの条件は「それ自体としては二部門聞の均衡条件を意味するだ

けであ－って， 『再生産の正常的な進行』のー必要条件であるが...・ H ・－－充分

条件ではない」 「総生産物についての供給W-G総額と需要G-W総額と

が相等しいといういっそう根本的な条件が充たされ，しかも部門聞の均衡

関係が成立するととによってはじめて『再生産の正常的な進行』が保証さ

れる」 （前掲書P.74）と述べられている Q.しかし，（3）式，いわゆる「再生

産の基本条件Jそのものは「総生産物についての供給総額と需要総額とが
相等し」く「部門間の均衡関係Jが成立することによってのみ得られたも

のであるから，氏の主張されることは単なる同義反復にすぎない。氏は（3)

を「再生産の正常的な進行Jのー必要条件にすぎないとされながらも，結
果としては充分条件でもあることを表明されているのである。又，いわゆ

る「再生産の基本条件」は乙の二条の等式の統ーを示すのであるσ

(2) 「拡大再生産における総資本の蓄積の規模を基本的に制約するものは，総

資本の単純再生産をとえる余剰生産手段の大いさである。それは，総資本

の蓄積過程の基準となる。 j芝原拓自「再生産と軍事経済についての一試

論J' 『経済科学jXJil-1 P.39 

(3) 高須賀氏は我々の分析方法とは異なる方法からではあるが「資本の有機的

構成不変の拡大再生産においても，不均等発展が常態であるJ（前掲論文

P.241）とされている。

林直道氏はこの資本構成比率，第I部門の蓄積先行，蓄積率一定という

前提の場合に 「岡部門のコンスタントかつ同率での発展が生じるJのは

「第I部門のコンスタントな成長率が，拡大再生産の均衡条件をったって

第E部門にも波及Jするためであるとされている。 （「第I部門優先的発
展の法則」前掲書， P.188）乙の説明は我々の場合には表式の代数的表現

の基礎に両部門聞の取引関係を導入していた乙とと照応する。

(4) 野々村一雄『国民所得と再生産JP.182～3 
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(5) 高木幸二郎，前掲書， P.211 (6) 同左P.210

(7）吉原泰助「再生産（表式）論j，杉本俊明編『マルクス経済学研究入門』

所収P.111
ムC

(8）高須賀氏は無条件に玄7を当期においては定数であるとされているが，定

数であることの説明が矢張り必要であろう。

前掲論文， P,234

(9) 公文俊平氏によれば，との 0豆a孟1という条件も「拡大再生産の条件J
として特別に明記されねばならないということである。

即ち，公文氏は「拡大再生産の条件jはX1>C1+C2という物質的条件

のみではなく， X2ct）詮Vic山）十V2c1+1）という条件も付け加わえねばなら

ないと主張され，前者を第Iの条件，後者を第Eの条件とよばれる。

ところで公文氏によれば第Eの条件の意味する乙とは「純消費分Jが非

負でなければならないということである。 その乙とについて考えてみよ

う。 X2ct)= V2c1）十C2c1)+M2ct)

= V2ct)+Mv2c1）十C2ct）十Mc2(t)+ Mk2(t〕

=V2ct)+Mv2ct〕十V1ct)+Mv1cり＋Mk1(t)+Mk2〔t)

=V2c1十l〕＋V1c1+1〕＋Mk1(1）十Mk2(t)

従がってX2付与Vic叫 1）十V2c1十1）という条件は Mk1Ct）十Mk2(t）孟0とい

う乙とであり，この場合，各項が非負であれば，条件は満足される。従が

って「純消費分」が非負ということは「資本家の個人的消費分Jが非負と
いうことであり，そのことはMk1(t)= ( 1 -a1ct））・ M1c1）から蓄積率が1よ

り小さいという 0豆a1〔t〕三三 lという条件に環元される。かくて公文氏が再

生産の第Eの条件として，第Iの条件に付加されたことの内容は，蓄積率

が正でしかも 1より小さいという 0云a豆1という条件に他ならないので

あり，我々が先きに拡大再生産の条件として呈示したV1+M1>C2という

乙とに，蓄積率が正で 1より小さいという自明の条件を付加されたものに

すぎない。

次iζ氏が例としてあげられていることを検討すれば

（ι00 
1, 500W2=500C2十500V2+500M2

乙の式において公文式は拡大再生産の第Iの条件1,ooov 1十1,OOOM1> 

500C2 は成立していても拡大再生産は不可能であるとされる。 それは

「1,sooW 2 = 1, ooov 1 + soov 2から，次期において， V1’＞V1, V2'>V2で

あって，かつ拡大再生産の第Eの条件W2孟V1’＋V2’を満すようなV1’，

V2＇の組は存在しょうがないからである。 Jとされている。確かにこの設
例ではV1+M1>C2のみの条件が満足されるだけでは拡大再生産の順調に

進行する条件とはいえない。しかし，それは他方ではこの設例そのものが
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。三三a三三1という拡大再生産にとって自明な条件を満たしていないという

ととなのである。そのような意味からすれば，公文氏の主張される第工の

条件のみではなく，第Eの条件も付加されねばならないととになるが，そ

のことをもって「拡大再生産」の第Eの条件として位置付けるととが出来

るか否かは問題であろう。

設例l乙従がって検討を続けてみると

ムC 1 1 1 ..,. 2 ..,. 1 
~=4• 1「＝4• .c-1＝τ5' cz＝一面一

これらを（A-10）の式に代入すれば

1 2 1 
一正一＝寸子a1c1）十三4a2c1)

(1) 0亘a1必 1 に対して子豆a2必 6

(2) O主a2吟 1 に対してす三a1必－￥－
よって（1),(2）から 0;;S;;a1c1）孟 1, 0孟a2c1）孟 1が同時に存在する乙とは

ありえない。

公文俊平「再生産表式についてJ( I) 『経済セミナ－J 1966. 6, P. 71 

側吉原泰助氏は拡大テンポを増大せしめるのは， 年々のr&rrc

（ムC ) ＝℃i+czJの上昇であるとされている。 （「再生産（表式）論」杉本俊
明編『マノレクス経済学研究入l'1うJP.112）氏には時系列的視点が欠如して

いるので，ムCとC1,C2が同ーの時期か異なる時期のものであるかわから

ムCc1〕ムCc1)
ない。もし同ーの時期であるとすればC1付＋C2c1）＝玄不コ了となり，我々

ムCci)
が拡大テンポの規制要因とした~了とは性格が相異することになる。

尚，吉原氏は乙の rcてrrcをもって「均等発展成長率」とされている。
（前掲論文P.107)

日1) 「第I部門の蓄積率の高低が経済全体の成長率の決定における規定的要因

である……。蓄積率は戦略的に選択可能な要因であるから，その高さ如何

によって，経済全体の成長率は高くもなりまた低くもなる。」 （高須賀義

博．前掲論文P.234)

間吉原氏は「第I部門主導・優位の部門間成長率開差を可能ならしめる基盤

としてJ「個人的消費に対しての生産手段生産の間接性，とくに第工部門
用生産手段の相対的独立性」を重視されている。 （前掲論文P.122～3傍点
引用者〉

間 0・ランゲ i再生産と蓄積の理論』 p,39～P.51
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仕掛 ネムチノフ「経済学の研究における数学的方法の利用J• 『マルクス経済
学の数学的方法』上， P.39

(<I十 z)m
参考のためネムチノフのバランス係数を示すと B= M 

M=V1+M1-C2, qm=V1+M1-C2, zm＝ムv,

「係数Bがllζ近づけば近づくほど，国民経済はバランス状態に近づく。

他方，それが1より大きければ大きいほど，投資が過大なのであり， 1よ

り小さければ小さいほど，投資不足と過剰生産なのである。 Bの1からの

帯離，および（q+z)mのMからの帯離は，国民経済発展上の不釣合をあ

らわす。資本主義のもとでは，投資不足は不況と恐慌の時期の最大の特徴

であり（その原因ではない），投資過剰は高場の時期の特徴である。乙の

ように，この方程式によって国民経済のなかの不均衡の程度を測定する乙

とができる。」 (P.39) 

ランゲの場合には0にはネムチノフのzm！乙相当するムVが分子に入っ

ていないととが注意されねばならない。

P1 a2c ＋α2v 
出） 岸本重陳氏はランゲのこの子i一＝1-a1cー αle関係式は「同じ t期なら t期

の構造的な関係式であっても， 時点を越えた規定関係、を表現する式では

なJく，乙の式をもとに「ランゲのように結論することはできない」とさ

れている。 （「部門構成と成長J， 『経済学研究』 ー東京大学一4.
P.12) 

ランゲの前掲書を検討された論文として，山本正「0・ランゲにおける

再生産・蓄積過程について－0・ランゲ『再生産および蓄積の理論』の検

討一一J' 『法経論集』 （静岡大法経短大） 21, 22，があるがランゲの所

説の紹介の域を脱していない。

間，（17），側富塚良三，前掲書 P.89, 間同P.100

側同， P.94, (21）同P.95, (22）同P.93，間同P.85

凶吉原氏も，富塚良三氏の「均衡蓄積率」の定立方法広対して「富塚氏の場

合，乙の概念（均衡蓄積率）の定立が生産力水準一定＝部門構成一定とい

う前提によって支えられているが，乙の前提の導入は誤解を生むおそれが

あるJ（前掲論文， P.107）とされている。

吉原氏も「均衡蓄積率Jを用ちいられるが，氏の場合は両部門の「均等

な成長率をもたらす両部門の蓄積率」を「均等発展蓄積率」とされ「両部

門が均等に発展するような蓄積率という意味jであるとされている。 （前

掲論文， P.107)

置塩信雄氏は，均衡軌道を規定する要因は富塚氏の主張されるように生

産技術のみではなく，実質賃金率，資本家の消費率の2要因の影響も無視

されないとしている。即ち「生産技術が与えられでも，実質賃金率の水準
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が所与でなければ，搾取率，資本構成は決まらない。ととろで，均衡蓄積

率で部門構成は，…・・・生産技術，実質賃金率が与えられでも一義的に決定

されず，更に資本家の消費率が与えられねばならない。生産技術．実質賃

金率が与えられても，資本家の消費率はそれに規定されて一義的に決定さ

れるという関係にあるとはいえず，それ自身一つの独立変数ではなかろう

か？ 他の2要因が一定でも，資本家の消費率が減少すれば，均衡蓄積率．

部門構成はいづれも上昇する」 と。 （置塩信雄， 「富塚良三 『恐慌論研

究』によせてJ• 『国民経済雑誌』 115ー 2.P.42) 
ついでに述べておけば，資本家の個人的消費の年々の増分は蓄積率，資

本構成比率，剰余価値率を年々一定とする時，それらを係数として等比級

数で増加していくことを高木幸二郎教授は指摘しておられる。 （前掲書

P.281）乙れはまた次のようにして求めることも出来る。定義から

Mk1(1+1) = Mk1(1）＋ムMk1〔t)

(A-2）から上式は

( 1 -a1(t＋心・ ID• V1(l）・ n c 1 +g1ck）〕 zムMk1(1)+ ( 1一a1c1)
k=l 

•ffi ・ V1c1〕・ n C 1 +g1ck)) 
k=l 

従がって

t -1 
ムMk1(t)=m・V1c1）・ II ( 1 +g1(k)) {( 1 -a1c1+1))( 1 +g1cり）ー

k=l 

( 1 -a1c1))} 

(1) a1c1)=a1c1+1）の時
t -1 

ムMk1(t)=g1cり・ C1 -a1cり）・ m • V1c1）・ II ( 1 + g1(k)) 
k=l 

日 m • a1c1) ,. ... 
=g1(t）・ lVlkl（り＝寸王子・ lVlkl(t)

即ちこの時は資本家の個人的消費分も年々他の諸要素と同じ拡大率で増

加していくことがいえる。

(2) a1c1）キa1c1+1) の時
t -1 

ムMi<1c1)=m・V1c1）・ II ( 1 +g1(k)) {( 1 -a1c1＋心C1 +g1cり）ー
k=l 

C 1 -a1c1))} 

白日富塚良三，前掲書， P.105
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（三〉

回） f,(t）くru十1）の時

乙乙でf(t）くf(t+l）が達成される過程は， 先に述べたように限界資本構成比
l¥A' 

率が高度化する乙とによ9 てであるとすれば ~－（｝ ・ rゅ 8>1 と仮定する’Mvct）ー
乙とによってrct）くre山〉が得られる。

r〔t+l）をo,r (t）で表らわせば
re _c一色土:2__Cct)+Mcct)_rct) ・Veり＋e・f(t)・Mvct)
t+l〕－v(t+i) -y (t) + Mvct) - V (t）十Mvcり

1+0・rct)+o・m・act)
(B-1) 

1 +e・rct)+m・act) 九）

。＝1とすれば明きらかにrct)=rct+i）である。国）における拡大率を Eとし
て， e,r, m, aであらわすと

m

一
噌

i

一
＋一
1
m一ム
a

＋一
m
付一十

．
一
針
、

A
U

一一一守一一一σb (B-2) 

a1c1）とa2ct）の関係は（刈と同様にして（4）から求める乙とが出来る。

会監.2.___ 0・r1ct) m 0・f2(t〕 m ・・a1c。＋X1ct) -1 +o・r1c1) r1c。＋m十 1 1 +e・r2ct) r2ct) +m + 1 
h(t）・ a2ct) (B-3) 

一一X2cりムCct〕＿ m+ 1 r2ct) ー
但し均一一一一一 一 ・ho

~·) -Xie。’ X1ct)- r1ct)+m+ 1 r2ct）＋幽＋ 1 u 
凶と同様にXie巾 X2ct）の一般式を求める。出）の結論からどの場合も結果は同

じであるので、X1ct）に視点をおいた場合のみを検討する。

X1c1+1) =X1c1）十ムX1c1)=X1c1)(1十g1(t))

従がqて

t-1 
X1c1) = X1c1）・ I1 ( 1十雲l(k))

k=l 

(Alと同様な操作によ。て

(B-4) 

X2c1) = ( 1 +l＋旦！＿＿）（1 +m- m・0・fl(t-1）・a1c1-1)）・
r2ct) f2(t) 1 +e・fl(t-1)

t-2 
X1c1）・日（1 +g1(k)) 
k=l (B-5) 
r1c1-1) +m+ 1 



品目 21--再生産表式と第I部門の優先的発展にういて

他方では

ミト1+g別である村（B-5）より

(1 ＋己0＋~）｛ 1+mー：~：：：；；・ a1ct))
( 1 ＋ι＋旦J(1 +m-fJ・m・r1c1ー1) ) • 
(t) f2(t）ハ 1+e・fl(tー1)

島一一れれ
＋一＋
τ
i一
噌

i

t-1 
X1c1）・ II ( 1 +g1(k)) 
k=l 
fl(t〕＋m十1
t-2 

X1c1）・日（ 1 +gl(k〕）
k=l 
r1〔tー1)+m+ 1 

r2c1〕C1 +e・r1c1-1))(r2c1+1) +m+ 1) {( 1 +m)( 1 +e・r1(t))
r2c1+1) C 1 +e・r1cサ（r2c1)+m+1) {( 1十m)(1 +e・r1c1-1)) 
-m・0・f1(t）・ a1c。}Cr1〔1-1)+m+ 1) 
-m・0・fl(t1）・ a1c1-1〕｝(r1c1）十m十1)

g2(t）三g1c11) 

r2c1l 1 +e・r1c1-1))(r2c1-1-1) +m十 1)(r1c1ー1)+m+ 1)( 1 +m)( 1 +o・f1(t)
の条件を求めれば

-r2c1+1) ( 1 +o・r1cサ（r2c1)+m+1 )(r1c1)+m+ 1 )( 1 +m)( 1 +o・r1ct-1)) 
三r2c1)C1 +e・r1c1-1))(r2c1+1）十m十1)(r1ct-1）十m十1)・m・0・r1ct）・a1ct)
-f2(t+l) ( 1 + （｝ ・ticけ（r2c1〕十m十1) (ft(t）十m+l）・m・0・r1ct-1）・ a1ct-1)
これではあまり複雑なので具体例でg1c'.), g2cりの聞の関係と a1c1）の値の関係

を問題にしてみよう.0・

五日

r 5+2・a2ct) 2 
2(tト1)=-5十a2c1) ,e; 

80 
r1c1）＝一一一
19’ から(B-1) 

(B-3）に夫々の値を代入すれば

5 40 19 _ J 1 28 -
一一一＝一一一・一一一• cil(t) T←一一・一一一一• a2ct〕59 179 59 －・ 5 59 一、，

(B-6) 

従が。て

40・19 28 
5＝一一一・ a1の＋一一一・ a2c1)
179 



との具体例の場合には直接室1（りとg2（りの間の関係を求めることが出来る。

99・19 _ 
g1（りー 59・179・Cll(t)
g2(t) - 3 -円

10・Cl2（り

g1(t）言雲2(t）である条件は上式から

99・19 _ 三 3 _ ー… r ー…、
59・179 -・v;= 10 －~vノ

(Bー 6）からa2c1）を代入すれば

再生産表式と第I部門の優先的発展について。。
同
ru

99・19 _ 百 3 5・59,. 5 40，・ 19 －、
~，，.、＝三予ー一一一－・ー一一一一一一 t 一一一一『ー一 ・刃，，，、】

59・179 -・¥'J= 10 28 、59 179・59 －・… 
かくて

:::;:;;,,5・59・179_ 34905 
a1c1）主2・19・2104-7弱忌（与0.436)
以上からa1c1）の範囲によってg1（山富2(t）の関係が定まる。

g1(t）＞富叩）の時

の時

－
町
一
辺

く

綿

一

鈎

ω

3

一7

為

く

4

、
、
、
，
，

5
一2
K

O
一5
a

m知一

ω
く

3
一7
0

きl(t）く吾2(t)

g1(t)=g2(t) の時
F
O

一nF臼
o
z
a
 

9
一9

d
佳
一

nu

qo一庁
d一一a

 

(1) 

(2) 

(3) 

(1) 
34905 

防いて÷＜a1c1）く1の時は a1ρa1c1-1）’扇房く時一2の時

即ち第工部門の蓄積率が前年度より低くなる a1c1）孟

a1c1-1）であっても g1（り〉雲2(t）という第工部門の拡大率が第E部門を凌駕す

る乙とが生じえるのである。

資本構成比率が一定という rc1)=rc1+1）の場合にはa1c1）孟a1c1-1）であるかぎり

においてg1（。豆g2cりであったが，資本構成比率が高度化するという rのくrc1+1)

の場合にはa1c1）孟a1c1-1）に対して常にg1（り豆島（りではありえなくなるのである。

即ち，。の増分に相当するだけ，第工部門の蓄積率が低くても，第工部門の第E

部門に対する不均等発展は確保されるのであり，資本構成比率が一定の場合よ

り，第I部門の不均等発展の可能性は拡大するのである＠又，（3）に示されるよ

うに， a1cりの一定の値に対して両部門の均等的拡大もありえるのであり，資本

は a1c1）孟a1cい 1)O 
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構成比率の高度化が直ちに不均等発展を惹起するとはいえない。

次にレーニシの表式について検討してみよう。レーニシは表式の年次的進行

において次のような想定をお乙なう。

r1c2)=4. 2 f1(3)=4. 6 

r'1c1)= 9 r'1c2)=20 r'1ca)=25.8 

f2(2) =2. 03 , I2(3)=2. 09 

r' 2c1)= 5. r '2c2) =8. 3 , r' 2ca)=lO (r’は限界資本構成比率〉

a1cり＝0.5 a1ca)=0.5 

a2c1)=0. 08 a2c2)=0. 03 82(3)=0. 028 

乙のような想定からレーニシは「生産手段のための生産手段の生産がもっと

も急速に増大し，それにつづいて消費資料のための生産手段が増大するが，消

費資料の生産はもっとも緩慢に増大するJと結論する。
(1) 

と乙ろで乙の想定自体は，かならずしも必然的である根拠は示されていない

のであり， その意味において一般性を欠くかに思えるが， 乙乙で重要なζと

は，第工部門の不均等発展を論証する乙とにあったとすれば，レーニシがマル

クスの提起した第I部門蓄積率の先行性という理論的i限定を堅持しつつ，第工

部門の不均等発展が生じるような具体例を設定して結論ずけたという乙とがレ

ーニシの功績なのである。先に示したように資本構成が高度化する場合でも，

第I部門の蓄積率の如何によっては第E部門の不均等発展が生じるとともある

のであり，そのような帰結がVーニシの想定によって最初から否定されてしま

っていることが重要なのである。拡大再生産＝蓄積の過程が順調に進行する乙

とがたとえ想定されたとしても，資本制生産は必然的に第I部門の不均等発展

を惹起せざるをえないという乙とが証明されるかぎりにおいてとられたのがレ

ーニシの想定であり，その意味においてのみレーニシの具体例の検討は有意義

でありうる。従が9 てレーニシがマノレクスの仮定に単に生産力の発展の反映と

しての資本の有機的構成の高度化を導入したというただその乙とによって，第

I部門の優先的発展を論証したと単純化されるべきではない。レーニジの展開

した表式例の持つその意義と限界を無視すると，例えば岸本氏のように「レー

ニyにあっては，第工部門の優先的発展は成長率の鈍化をともなうというかた
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ちで提示された」と結論されるととになる。資本の有機的構成の高度佑，従が
(2) 

って生産力の発展は必然的に発展率の低下を惹起するものであるか否かはレー

ニシの想定からは結論することは出来ない。レーニシの想定か，らそのように帰

結されざるをえなかったのは例えば剰余価値率等去一定と仮定したためであろ

つ。
(3)(4) 

かくて第工部門の優先的発展y 或いは不均等発展は，第I部門の蓄積率の先

行性その乙とに基本的要因を有するものであり， υ資本構成の高度化を想定する

場合は，第工部門の不均等発展が生じるような第工部門の蓄積率向選択範囲が

拡大するという乙とが帰結出来るであろう。資本。構成の高度化lζ民映される生

産力水準の上昇そのととが直ちに第I部門の不均等発展を惹起するのではな

しそのような傾向が増大するということである。従がって（A),(B）の検討から
(5) 

「再生産のわくの中で，拡大再生産における策工部門のより大なる増大率の必

然性を理論的に検討することが」出来たといえよう。
(6) 

ぐ注〉 (1) レーニン「いわゆるT行場問題について」，前掲書， p,16～18
(2）岸本重陳，前掲論文， P.15 

(3）長砂実氏もとの点に関して次のように述べておられる。 「しかしレーニン

の表式から乙のように結論するのは，表式の一種の『濫用』であろう。発

展テンポの低下は，資本の有機的構成高度化が第I部門生産高の優先的増

大のせいではなく，おそらく剰余価値率一定という前提条件のせいであろ

う。 J. （「社会主義のもとで『生産手段生産の優先的増大の法則』は作用
しているか一最近の社会主義再生産論争の検討－J. 『世界経済評論』

10-7, P.62) 

(4）高須賀氏はレーニンの表式における第工部門の優先的発展，或いは不均等

発展の結論は「有機的構成の高度化に依存しているのではなくて，蓄積率

に関する特定の仮定に依存しているJ （前掲論文， P.251）とされてい
る。 しかし，既にみてきたように， レーニンの想定は，蓄積率に関する

特定の仮定のみではなく，有機的構成においても，例えば両部門の限界資

本構成率の年次的増加率が相異するというように特定の仮定がなされてお

り，それらの綜合の上に第I部門の不均等発展が帰結されたものである。

ととろで，氏がレーニンの表式を次のように解されるととには疑問を感ん

じる。レーニンの表式の意義は「同一条件の下で，資本の有機的構成が不

変の場合には同一成長率での均等的拡大再生産が生じたのに対して，資本

の有機的構成の高度化の場合には， 不均等発展が必然であることを示し
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たJ（高須賀義博，前掲論文， P.251) ということにあるのであり，レー
ニンの表式から，第I部門の優先的発展が一般性を持つものとして結論さ

れるためには，拡大再生産表式分析の「基軸ともなるべき蓄積率の水準と

動向が『理論的に解明』されてJC傍点引用者，向上）いなければならない
とされている。レーニンの表式分析の結論が，一般性を持つといえるのは，

高須賀氏の主張されるように「蓄積率の水準と動向jが理論的に解明され

ることによるのではなく，不均等発展それ自体が資本制生産の蓄積過程に

おいては必然であり，しかも，マルクスの蓄積率において示した想定が堅

持されていたととによるものであって，レーニンの表式においてとられる

具体的数字それ自体の「理論的解明Jに依存するものではない。資本の有
機的構成の高度化，蓄積率における第工部門の先行性の想定，この二要因

の理論的解明が必要なのであって，それらの水準それ自体の理論的解明を

必要とするものではない。それら 2要因の理論的解明とその帰結の堅持そ

れ自体からレーニンの表式の一般性は明きらかであろう。

(5) ととで我々の議論の展開との対比の意味で吉原氏の第工部門の不均等発展

の必然性の論証の骨子を掲げておとう。

吉原氏は次の三段階によって第工部門の不均等発展を論証される。

凶個人的消費に対しての生産手段の「間接性Jとりわけ第工部門用生産

手段の相対的「独立性J
(B）拡大再生産の「物質的基礎J• 「前提jとしての余剰生産手段の確保
の論理

（叫第E部門に比しての第工部門の一層急速な発展

（前掲論文， P.121～2) 
悼）は両部門聞の取引関係を媒介とするととであり，回）は我々の場合には

ムC
第I部門の蓄積率によってムc.或いは玄干という拡大再生産の物質的基

礎を大ならしめる乙とを意味するものであった。しかし吉原氏の場合は第

I部門蓄積率の先行性，或いはその前提としての蓄積率の独立性の資本制

生産における意義が忘却されているので，特に回）の論理展開は納得的では

ムC
ない0Xtを媒介とすることによって， 拡大再生産の年次的進行におい

ムC
て，いかに第I部門蓄積率がその物質的基礎玄了の大きさを規制するもの

であるかという論理を通して（従がってそとでは第工部門の蓄積率の自変

数であるととが前提されておらねばならないのであり．まさにそのととに

第I部門の不均等発展を資本制生産の法則として帰結出来る根拠があると

いえる）第I部門の不均等発展が必然性を持つものとして与えられるとい

えよう。

(6）野々村一雄？前掲書， P,181 




